
Plaza 財務会計のユーザ様へ 

昨年 10月からサポート期間の更新を迎える

Plaza 財務会計のユーザの皆様にご案内してお

ります通り、Plaza シリーズのサポートが残す

ところあと 2 年（2 回の年次更新）となりまし

た。

数多くのお客様が既に Plaza-i へマイグレー

ションしていただいておりますが、Plaza 財務

会計を一人で利用しているというお客様が、移

行しきれずにいらっしゃいます。

スタンドアロン版－低価格モデル

Plaza-i はバイリンガル、多通貨という特徴

を持つ中小・中堅企業向け ERP システムとして

既に 150 社以上の会社でご利用いただいており

ますが、今回、上記のような Plaza 財務会計を

一人で利用しているお客様の為に、Plaza-i のス

タンドアロン版を用意しました。 
このスタンドアロン版は、機能的には

Plaza-i と同じですが、一台のコンピュータで利

用することを前提に、ライセンス価格を従来の

Plaza 並に押さえた低価格モデルです。Oracle
も Personal Edition（PE）という 4 万円でご提

供可能なライセンスを使用します。

最新環境で稼働する Plaza 財務会計 

スタンドアロン版で提供する Plaza-i はバー

ジョン 2 という、.NET Framework という最新

の環境で動作するプログラムです。

Plaza-i バージョン 2 はバイリンガル、多通

貨、マッチング等の Plaza 財務会計の便利な機

能はそのままに、しかし、ERP を強烈に意識し

たバージョン 1 のようにマスター管理、ユーザ

管理などに分かれておらず、1 つのプログラム

から全てのメニューを起動することが出来る Pl 
aza 財務会計のユーザ様にも違和感なくご

利用いただけるシステムです。

また、Plaza 財務会計は Access2000 までし

かサポートしていないため、Vista 等では動作し

ませんが i は、Office2007 も含む、最新のコン

ピュータ環境で動作します。但し、Plaza-i はコ

ンピュータのリソースを多めに必要としますの

で、XP（SP2 以上）であれば 2GB 以上、Vista
であれば 3GB 以上のメモリーを推奨していま

す。

また Plaza 財務会計では総勘定元帳照会並

びに印刷で、期を跨いだ出力が出来ませんでし

たが、Plaza-i では期を跨いで会計期間を指定し

出力することが可能になりました。

また、Plaza-i は、四半期財務諸表対応、PDF
への出力、グリッド画面のエクセル転送、消費

税の伝票別税抜き処理による消費税申告書の出

力、電子帳簿保存法への対応等、最新の会計シ

ステムが備えるべき機能を備えています。

従って、Plaza 財務会計のユーザの皆様には、

Plaza のデータがコンバージョン可能で、なお

かつ、最新コンピュータ環境で稼働する、機能

的にも進化した Plaza 財務会計が登場したとお

考えいただければ幸いでございます。

Plaza-i 給与計算－3 月リリース 

固定資産につきましては、既に、減損会計

並びにリース会計に対応した Plaza-i 固定資産

をご利用いただいておりますが、給与計算につ

きましても、.NET Framework 環境に対応した

Plaza-i 給与計算を本年 3月にリリースいたしま

す。

Plaza-i 給与計算は、給与台帳、賃金台帳で、

「ゼロ金額を印刷しない」オプションをサポー

トし（無駄な項目を印字しなくなりました）、

また、暦年を超えた年月を範囲指定して印字で

きるようになりました。

また、Plaza-i 給与計算モジュールのみ、移

行期間中については当面 Access2000 の MDB
をサポートします。但し、他の Plaza-i モジュー

ルと同じく、近い将来 Oracle に一本化していく

予定ですので、この機会に Personal Edition も

含む Oracle データベースへの移行も合わせて

ご検討下さい。 
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 Oracle12c 機能紹介⑥ セキュリティ 

Oracle Database 12c では監査機能の強化、

管理権限の分散などセキュリティ強化のための

機能が追加されました。 
暗号化機能は 2015 年 11 月のニュースレタ

ーで紹介しましたので、今回は暗号化以外のセ

キュリティ強化機能について紹介します。 
 

統合監査 

Oracle Database には、以前のバージョンか

ら、「必須監査」「特権ユーザ監査」「標準監

査」「ファイングレイン監査（Enterprise Edition
のみ）」「Oracle Database Vault（Enterprise 
Edition の有償オプション）」等の監査機能が用

意されています。 
Oracle Database 12cでも上記の監査機能を

使用できますが、これらの監査機能は個別に設

定する必要があり監査証跡の保存場所も監査機

能ごとに異なるため、運用する場合管理者の負

担が大きくなります。 
Oracle Database 12c では「統合監査」と呼

ばれる仕組みが追加されました。統合監査は、

文字通り各種の監査機能が統合され、監査証跡

の保存場所も統一されますので、管理者の負担

を軽減できます。 
統合監査は既定では無効です。有効化するた

めには、Oracle Database をシャットダウンし

た状態で「Oracle ホーム¥bin」フォルダ内にあ

る「orauniaud12.dll.dbl」を「orauniaud12.dll」
にリネームします（Windows Server の場合）。 

統合監査が有効であるかどうかは「v$option」
ビューで確認できます。 

統合監査の監査証跡は、AUDSYS スキーマ

内に保存され「unified_audit_trail」ビューで確

認できます。 
統合監査では「DBA」ロールや「SYSDBA」

権限を使用しなくても済むよう、 
「AUDIT_ADMIN」・「AUDIT_VIEWER」

ロールが用意されています。 
AUDIT_ADMIN ロールが付与されているユ

ーザは、監査対象の設定などの管理作業ができ

ます。AUDIT_VIEWER ロールが付与されてい

るユーザは、監査証跡の照会（unified_audit_trail
ビューの参照）ができます。 

監査証跡の書き込みモード 

Oracle Database 11g 以前は、監査アクショ

ンが実行される都度、即時、監査証跡がディス

クに保存さていました。 
Oracle Database 12c では、監査証跡を一時

的にメモリ上の SGA キューに保存し、まとめて

ディスクに書き出すモードが追加され、このモ

ードが既定に設定されています。 
このモードは、監査証跡作成に伴うパフォー

マンス低下を抑制できるメリットがありますが、

その一方、万一インスタンスがクラッシュした

場合、SGA キューにある（まだディスクに書き

込まれていない）監査証跡は失われる可能性が

あります。 
パフォーマンスを優先する場合、SGA キュ

ーを使用するモード、監査証跡が失われないこ

とを優先する場合、従来型の即時書き込みモー

ドにすると良いでしょう。 
なお、SGA キューを使用するモードは統合

監査を使用する場合、使用しない場合、どちら

でも使用可能です。 
 

管理権限の分散 

一人の管理者ユーザに各種の管理権限を集

中させることはセキュリティ上、好ましくあり

ません（権限最小化原則）。 
Oracle Database には以前から「SYSDBA」

「SYSOPR」権限がありますが、SYSDBA は権

限が強力すぎ、SYSOPR では管理作業のための

権限が足りない場合があります。 
Oracle Database 12c では「SYSBACKUP」

「SYSDG」「SYSKM」権限が追加され、強力

すぎる SYSDBA 権限を複数の管理者ユーザに

分散できるようになりました。 
SYSBACKUP 権限が付与されたユーザは

Database のバックアップ、リストアを実行でき

ます。 
SYSDG 権限は、Oracle Data Guard（2010

年 11 月のニュースレターをご参照ください）の

管理を行うための権限です。 
SYSKM 権限は透過的データ暗号化（2015

年 11 月のニュースレターをご参照ください）の

暗号鍵を管理するための権限です。 
バックアップ管理者（SYSBACKUP）と暗



号鍵管理者（SYSKM）を分離しておけば、例え

ばバックアップ管理者が悪意を持ってデータを

盗み出そうとしても、暗号鍵がないためデータ

を取り出すことはできません。

データベース管理者の権限を SYSOPR、

SYSBACKUP、SYSKM、SYSDG 等に分散させ、

強力すぎる SYSDBA 権限の使用を止めること

ができれば、より安全にデータベースを管理・

運用できます。

支払処理を合理化しましょう

はじめに

Plaza-i には APS 債務管理という債務計上、

支払、買掛金未払金の管理を行うためのモジュ

ールがあります。あらゆる業種に対応可能であ

り、Plaza-i なのでもちろん外貨にもしっかり対

応しています。正しく利用しないと本来の効果

は発揮できませんので、今回は APS を利用した

支払処理と経理処理の合理化についてご説明致

します。

債務計上がスタート

APS では債務計上伝票の計上がスタートと

なります。債務計上伝票さえ計上してしまえば

ボタンを押していくことで支払処理と経理処理

が完了するところが、APS の大きな特徴です。 
PUR 購買管理、SVP サービス業購買管理、

GPM 一般購買、EPS 経費精算、PRJ プロジェ

クト管理などを導入している場合は支払依頼デ

ータを APS に受け入れて債務計上伝票を自動

生成できます。他社の経費精算ソフト等をご利

用の場合は他社ソフトの支払依頼データをCSV
等を介して APS に取込みすることもできます。 

APS と連動するモジュールを導入する、デ

ータ取込を利用するといったように、できる限

り伝票を自動生成することが債務計上合理化の

ポイントです。

合理化する上でもう一つのポイントは請求

書との消費税差額処理です。各業者から届く請

求書には端数処理等様々な計算方法で算出した

消費税が載っています。税込で債務計上して税

抜きした消費税と請求書の消費税は誤差で一致

しないことは多くあります。「差額を認識する」

ことは消費税取引区分の入力間違いなどを発見

するためにも極めて重要ですが「端数誤差を調

整する」ことは意味がありません。なぜなら

Plaza-iでせっかく正しい計算方法で税抜きして

いるのに色々な基準で計算している相手の請求

書に合わせて調整することは、正しくない方に

合わせて調整していることになるからです。(消
費税の詳細については GLS 一般会計のユーザ

ーズガイドの概要章にある「消費税の基本と計

算」の説明をご参照下さい。) 
また他モジュールから受け入れした仕入等、

外税で入力して消費税を計算している場合、消

費税金額が請求書と異なり、結果として税込金

額が請求書と一致しない場合もあります。ここ

は会社の方針によるところですが、特に振込を

行う場合は振込手数料を差し引いて支払う慣行

が広く採用されており、業者側も請求書通りに

支払ってこないことを通常としている場合が多

いことから、一般的にはそのまま支払うことで

問題ありません。特殊な事情が無いようであれ

ばそのまま支払して支払処理を合理化すること

をお勧め致します。

ボタン 1：債務計上承認 

債務計上伝票を承認すると経理処理として

は、(借り方）仕入れ・経費・仮払い家費税等/
（貸方）買掛金・未払金等という仕訳を GLS 一

般会計に自動生成できます。支払処理としては、

同じ支払先、同じ支払予定日の支払データを自

動集計します。単に集計するだけでなく振込手

数料を自動計算して支払金額から差し引いたり、

半分は振込・半分は手形というように支払方法

を自動で振り分けたりしてくれます。

自動集計した支払データを変更できるので

すが、できる限り(もちろんチェックは必要です

が）自動で集計した支払データでそのまま支払

できるようにしていくことが目標となります。

自動集計方法は支払先マスター等のマスターの

設定で決まりますので、適切にマスターを設定

することが支払処理を合理化するポイントです。 

ボタン 2：支払承認処理 

支払データはリアルタイムで集計するため、

実際に振込する前に支払承認処理により支払日

の支払データが動かないようにロックします。

APS の利用者が少ないなど、運用によっては支

払承認処理は省略も可能です。

支払手形の場合は支払データから支払手形

データを作成します。最終的には自動仕訳で手

形の仕訳が GLS にできるため、支払手形の件数



が多い場合は、支払手形管理オプションを導入

することが経理処理合理化のポイントです。 

ボタン 3：FB データ作成 

支払承認処理で固まった支払データから

FB(ファームバンキング）データを作成できます。

作成した FB データを銀行の Web-Banking 等に

取込みして承認すれば、振込処理は完了です。

全銀フォーマットだけでなくデータのフォーマ

ットはマスターで定義できますので、海外送金

の FB データ作成も可能です。 
銀行と FB 契約をして、自動集計した支払デ

ータで振込してしまうことが支払処理合理化の

ポイントです。 

ボタン 4：支払確定処理 

支払処理が完了したら買掛金や未払金を消

込します。(借方)買掛金・未払金等/(貸方)預金・

支払手形等という仕訳が GLS に自動生成され

ます。外貨の場合は支払時の為替差損益も自動

計上してくれます。 
更に支払手形については、支払手形一括決済

処理を行うと(借方)支払手形/(貸方)当座預金と

いう仕訳ができます。 

ボタン 5：月次更新処理 

最後に毎月、月次更新処理を行います。月次

更新処理を行うと、APS 内の取引データを集計

して買掛金や未払金等の残高データができます。

APS の各種残高帳票で買掛金や未払金の残高を

しっかりと管理できます。 
月次更新処理時に外貨残高の評価替えもで

きますので GLS に為替差損益の仕訳を自動計

上してくれます。 

おわりに 

APS は正しく利用すれば、支払件数が少な

い会社でも必ず効果が出てくるシステムです。

特に GLS のみご利用頂いている場合は APS も

利用しないと勿体ないです。APS を利用して、

ぜひ支払処理と経理処理を合理化して下さい。 
既に APS をご利用頂いている場合、正しい

運用をしているか見直して頂くと共に GPM 等

のモジュールを導入し更なる合理化だけでなく

内部統制強化等の管理レベル向上を目指して下

さい。 

Plaza-i 新機能－伝票ファイル一覧照会 

新年度が始まり 1 か月、緑の香りが心地の

良い季節となりました。年度終わりに整理した

はずの自分のデスクを見渡すと、システム開発

の設計書や経理提出用の領収書など、たった 1
か月で随分と書類が増えたように思います。 

今回は、その書類を電子化し、Plaza-i と関

連付けて管理することを念頭に、「伝票ファイ

ル一覧照会」機能（V2.01.25.01 でリリース）を

紹介したいと思います。 

伝票ファイル添付機能との関係 

以前にご紹介しておりますが、伝票ファイル

添付機能とは、各種伝票の入力内容を補足する

ファイルを伝票と関連付けて保存する機能です。

この機能を利用して保存したファイルを、今回

ご紹介する「伝票ファイル一覧照会」画面から

検索することが可能となります。 
なお、現在、伝票ファイル添付機能は、下表

の画面で対応しております。 
 

システム メニュー 

FAS 

本勘定繰入 

資産台帳メンテナンス 

少額固定資産台帳登録 

MNT 
製品保守（依頼・確認、承認、割当、実行、検

査、履歴編集） 

PRJ 

支払査定入力－注文払い 

支払査定入力－臨時払い 

経費報告書入力 

PRJ 経費報告書一覧編集 

SFM 営業案件登録 

SOE 
見積伝票入力 

受注伝票入力 

SVC 
見積伝票入力 

ｻｰﾋﾞｽ契約-新規・変更・解約・照会 

例えば FAS、資産台帳メンテナンスから伝

票ファイルを添付する場合は、その資産の形状

を表した写真の画像情報を登録したり、SOE、
受注伝票入力から伝票ファイルを添付する場合

は、その受注に関する得意先からの注文書を登

録するといったことが可能です。 

添付ファイルを利用した検索 

さて、伝票ファイル添付機能により Plaza-i



内に保存された添付ファイルは、「伝票ファイ

ル一覧照会画面」から、様々な検索条件を利用

して抽出することが可能となります。 

 
 

例えば、特定の文字が含まれているファイル

を添付した伝票を検索したり、特定の得意先で

入力した伝票に添付したファイルの内容を検索

したりといったことが可能です。 
さらに、添付されたファイル内のテキスト情

報を検索条件に指定した検索も可能です。テキ

スト検索が可能な PDF ファイルや、エクセルフ

ァイル、ワードファイルでは、そのファイル内

に含まれている特定の文字列を検索条件に利用

できます。（PDF ファイルでも、スキャナで画

像としてスキャンしているものはこの検索機能

は利用できません） 

 
 

検索条件に該当する伝票ファイルの一覧が

表示された場合、そのファイルが添付されてい

る元の伝票へそのままジャンプすることも、添

付されているファイルそのものを開くことも可

能です。 
例えば、監査対応で、ある注文書に関する受

注伝票を提示してほしいといった要請があった

場合、素早く該当する伝票を提示するといった

シーンでの活用などが期待できます。（ただし、

このような活用を想定する場合、あらかじめ伝

票に添付するファイル名を検索しやすい名称に

するなど、運用ルールをあらかじめ定めておく

ことが重要です） 

留意事項 

伝票ファイル機能は色々なシーンでの活用

が期待できますが、書類を電子化しファイルと

なったものを保存しなくてはなりません。その

ためにはファイルを保存する領域が必要です。 
既存のサーバ上にファイルを保存していく

だけの領域が十分に用意されているか、もしく

は新しい保存領域を準備するのか事前の調査が

必要となります。 
また、ファイルの保存領域は有限ですので一

定期間経過したファイルはバックアップとして

別の領域へ移動するといったメンテナンス計画

を事前に立案しておく必要がある点にもご留意

ください。 

おわりに 

2016 年に、書類の電子化といったら“何を

今さら”と思われることでしょう。実際、多く

の企業で書類の電子化に向けたシステム投資が

進められてきたと思いますが、十分に進んだと

は言えません。 
おそらく、今までの書類の電子化とは電子化

した書類を保存するというところまでが目的と

されていからではないでしょうか？ 
Plaza-i では、伝票ファイル添付機能と組み

合わせて活用することでその伝票に関連する書

類が確認でき、また逆に、伝票ファイル一覧照

会機能を利用して、電子化した書類から関係し

ている Plaza-i の伝票を見つけることとも可能

となります。 
ただ単に書類が電子化されるだけではなく、

日常の業務で利用する伝票と関連付けできると

ころに本機能の特徴があります。ERP システム

である Plaza-i の強みが発揮できる機能でもあ

りますので、ご興味を持たれた方は、ぜひ弊社

サポート担当者・導入担当者または弊社 HP 資

料請求にてお問い合わせください。 
 

https://www.ba-net.co.jp/ssl/request/index.html
https://www.ba-net.co.jp/ssl/request/index.html


Plaza-i 新機能－実行予算タスク期間

別明細 

今回は V2.01.31 でリリースした実行予算

タスク期間別明細の機能をご紹介させて頂きま

す。 
※以降、実行予算タスク期間別明細の予算を

「月別予算」と称します。 

タスク別予算を月別に登録・管理 

従来のバージョンですと実行予算を月別に

登録するという概念はなく、そのプロジェクト

の全体の予算としてのみ登録します。固定的な

プロジェクトだったらプロジェクトの開始年月

日から終了年月日の間毎、サイクルプロジェク

トだったらサイクルの期間、例えば 1 年毎の予

算という考えです。 
つまり、あるプロジェクトで「年に学習時間

を 20 時間予定している」といった予算を作成す

るといった考えであり、予算の消化具合も年単

位で把握する事になります（あくまでも Plaza-i
のデータの中だけの話しです。）。 

月別予算の機能を利用すると、例えばサイク

ルプロジェクトであれば、1 年毎の予算を月毎

の粒度で予算登録出来ます。月毎に予算を登録

する事によって月別での予実績の管理を可能と

し、実行予算の過不足を適時に把握でき早期に

そのプロジェクトの状況を確認する契機となり

ます。 
つまり、上記の例で説明しますと｢4 月に 10

時間、8 月に 5 時間、12 月に 5 時間、の計 20
時間を学習時間として予定している」といった

考えで予算作成し、4 月の段階で実績時間が 15
時間と計上されていたら、4 月時点で予算超過

していることを検知でき、担当者への確認・実

行予算の変更などの行動をとることになります。 
 

いろんな入力補助機能 

月別に予算を登録するということは、それだ

け入力する手間が増える事を意味します。その

手間を省くための機能として、「積算」「展開」

「実行予算月別明細外部データ取込」がござい

ます。 
「積算」は、タスク期間別明細タブで月別に

登録した予算を積み上げて、実行予算タスク明

細（全体）の予算を算出します。 
「展開」は、実行予算タスク明細（全体）の

予算からタスク期間別明細タブの会計期間で均

等に分割し、月別予算を算出します。 
「実行予算月別明細外部データ取込」は、所

定のフォーマットのエクセルから、月別予算を

登録・編集出来ます。 

予実績を管理する画面 

予実績を確認する方法は「月別原価発生状況

照会」で確認する事が出来ます。特定のプロジ

ェクトのタスク毎の原価発生状況を、その月に

登録した予算と共に月次推移を確認出来ます。 
例えば、ZSCMN というプロジェクトに研修

学習時間を計上するとします（タスクコード：

10_に研修学習を識別）（弊社例）。 
会計期間はディフォルトのまま過去 1 年と

し、表示区分で数量、集計区分をタスク、予実

表示区分を差に指定すると、縦にタスク、横に

過去 1 年間の月毎の研修学習の予算時間と実際

に計上した実績時間、予算と実績の差を照会す

ることができ、予算の消化状況を月別に確認す

ることが出来ます。 

おわりに 

実行予算登録タスク期間別明細への運用変

更は、セットアップの検討・残高の検討が必要

になります。ご興味を持たれた方は、ぜひ弊社

サポート担当者・導入担当者までご連絡下さい。 
 

継続的業務改善・モニタリングに役立

つ Plaza-i 保守履歴の活用 

はじめに 

業務プロセスの改善は、システムが本番稼働

してからが実践段階の始まりです。継続的に業

務をモニタリングしていく必要があります。シ

ステムが安定稼働した後は、システムをさらに

効率よく効果的に“使いこなす”段階に入って

いきます。 
日頃から業務を運用（システム系作業、人間

系作業など全て）されていると、いろんな業務

改善への気づき（思いつきなども含めて）があ



るのではと思います。また、内部環境や外部環

境変化による新たな業務への対応、新たな課題

が発生し、それらの情報を継続的に管理し、関

係者で情報共有していくのは意外と大変な苦労

があるのではないでしょうか。 

改善への気付き情報共有 

そこで、改善への気付きの情報を共有する仕

組みとして保守履歴を活用されてはいかがでし

ょうか。 
今すぐの対応でなくても、気づいたその時に、

こんな気付きがありましたとサポート担当にメ

ールなどでお知らせ下さい。保守履歴に反映い

たします。 
あらかじめ「保守行為」の運用を決めておけ

ば、継続的業務改善の「課題」と捉えて気付き

情報を蓄積していくことが可能となり、その価

値は大きいと思われます。 
尚、保守履歴は Plaza-i メニュー（Plaza-i

サポート履歴照会）からの閲覧も可能です（詳

細は、お問い合わせください）。 

定期的な業務の見直し 

こうして蓄積された業務改善への気付き情

報は、改善テーマのたたき台として、いつでも

利用できます。四半期毎、半期毎、期末など、

定期的な業務プロセスの検証・評価に有効な情

報となります。 
また、改善テーマの検討・評価に弊社のコン

サルタントが加わることで、最新機能で解決で

きることや運用の見直しなどですぐ解決できる

ことなど、業務の改善にお役に立てることも多

いと思われます。 

終わりに 

お客様社内のコミュニケーションツールと

して、またお客様と弊社のコミュニケーション

ツールとして、Plaza-i 保守履歴をもっと活用さ

れてはいかがでしょう。 
Plaza-i 保守履歴をもっと、お客様の継続的

業務改善に活用したいとお考えでしたら、この

機会に是非、弊社サポート担当にご相談下さい。 
 
 
 

最新の Plaza-i バージョン情報 

平成 28 年 5 月 11 日現在までリリースして

おります最新のバージョン情報をお届けします。 
Plaza-i.NET  V2.01.35.03 
Plaza-i 給与計算システム V2.0.5.37 
 
なお、Plaza-i 給与計算システムは弊社ホー

ムページ（http://www.ba-net.co.jp/）Top 画面の

「ニュース」欄にも掲載しております。 
  

http://www.ba-net.co.jp/


日台民間租税取決めの実施に係る国

内法の整備について

平成 28 年度の税制改正法案が 3 月 29 日の参

議院本会議で可決・成立し 4 月 1 日から施行さ

れました。平成 28 年度の税制改正は、法人税の

実効税率の引下げと、消費税の軽減税率の導入

をメインとしながら、近年高まっている国際的

な税制の整備という面からも改正が行われ、そ

の 1 つとして、日台間の健全な投資と経済交流

の促進を目的として、新たに日台間の租税の取

扱いに関する国内法が成立しました。

＜制度概要＞

 日本と台湾には政府間の正式な国交がありま

せん。したがいまして、国と国との約束事であ

る租税条約（二重課税の排除などを目的とした

国家間での取決め）を締結することはできませ

ん。

そこで、平成 27 年 11 月 26 日に両国の民間

レベルで、二重課税の回避や脱税防止など、租

税条約に相当する内容を盛り込んだ「日台民間

租税取決め」の署名が行われ、この民間レベル

での取決めを日本国内で有効にするための国内

法が平成 28 年度の税制改正で整備されました。 
（主な項目の抜粋）

事業所得

台湾居住者の事業所得のう

ち、日本国内の事業所得に帰

属しないものは非課税

投資所得

台湾居住者が支払いをうける

配当・利子・使用料に対する

税率を以下の通り軽減

・配当：１０％

・利子：１０％（※）

（※）台湾政府等が支払いを受け

るものは免税

・使用料：１０％

短期滞在者免税

台湾居住者が支払いを受ける

一定の給与について、短期滞

在者に該当する場合は非課税

＜適用時期＞

日台民間租税取決めでは、効力発生のために

国内で必要となる手続きが完了したことを書面

により相互に通知することとされ、双方の書面

のうちいずれか遅い方が受領された日が、同取

決めの効力発生日とされています。

日本

課税年度に基づ

いて課税される

租税

取決めの効力発生年

の翌年 1 月 1 日以後

に開始する課税年度

の租税から適用

課税年度に基づ

かないで課税さ

れる租税

取決めの効力発生年

の翌年 1 月 1 日以後

に課される租税から

適用

台湾

源泉徴収される

租税

取決めの効力発生年

の翌年 1 月 1 日以後

に支払われる所得か

ら適用

源泉徴収されな

い所得に対する

租税

取決めの効力発生年

の翌年 1 月 1 日以後

に開始する課税年度

の所得から適用

情報

交換

条項

取決めの効力発生年の翌年 1 月 1 日以後

に開始する課税年度の租税、又は、同日

以後に課される租税に関する情報から適

用

日本では、平成 28 年度の税制改正法案の成立

により必要な手続きが完了したことになるため、

台湾において国内法の整備等の手続きが完了し

た翌年 1 月 1 日以後の適用開始となりますが、

平成 29 年 1 月 1 日からの適用開始となるので

はないかと言われています。

＜おわりに＞

上記の通り、適用開始時期は台湾での国内法

の成立に委ねられているため厳密には未定とい

うことになりますが、平成 29 年 1 月 1 日から

の適用開始を見据えて、今から適用開始後の取

扱いと影響について事前に検討しておくべきと

思われます。現時点で台湾の現地法人や現地の

個人と取引がある方はもちろん、今後、取引を

予定されている方についても制度概要のご理解

とご検討をお願い致します。



税制改正に伴う減価償却方法の変更

企業会計基準委員会は 4 月 22 日、税制改正に

伴う建物附属設備等の定額法への変更に関して

実務対応報告案を公表

平成 28 年度税制改正において、法人実効税率

引下げ財源の一つとして、平成 28 年 4 月 1 日

以後に取得する建物附属設備及び構築物の税務

上の減価償却方法から定率法が廃止され、定額

法に一本化されています。

 
ところで、従来いわゆる税法基準により会計

上の減価償却方法を定めてきた企業の多くは、

今回の税制改正を受けて、平成 28 年 4 月 1 日

以後に取得する建物附属設備及び構築物の減価

償却方法について定額法への変更を検討してい

るものと思います。

税制改正に合わせた減価償却方法の変更が監

査上の取扱いに示される「正当な理由による会

計方針の変更」に該当するか否かがこれまで疑

問視されていましたが、今般、企業会計基準委

員会（ASBJ）は実務対応報告公開草案第 46 号

「平成 28 年度税制改正に係る減価償却方法の

変更に関する実務上の取扱い（案）」を 4 月 22
日に公表し、今回の税制改正を理由に償却方法

を変更した場合、「会計基準等の改正に伴う会

計方針の変更」として取り扱うものと示してい

ます。

実務対応報告案における取扱い

（１）従来、法人税法に規定する普通償却限度

相当額を減価償却費として処理している企業に

おいて、建物附属設備、構築物又はその両方に

係る減価償却方法について定率法を採用してい

る場合、平成 28 年 4 月 1 日以後に取得する当

該資産に係る減価償却方法を定額法に変更する

ときは、法令等の改正に準じたものとし、会計

基準等の改正に伴う会計方針の変更として取り

扱うものとする。

（２）上記（１）に記載する会計方針の変更以

外の減価償却方法の変更については、自発的に

行う会計方針の変更として取り扱うものとする。 
（３）上記（１）に従って会計基準等の改正に

伴う会計方針の変更として取り扱う場合、企業

会計基準第 24 号「会計上の変更及び誤謬の訂

正に関する会計基準」第 19 項及び第 20 項の

定めにかかわらず、次の事項を注記する。

① 会計方針の変更の内容として、法人税法

の改正に伴い、本実務対応報告を適用し、平成

28 年 4 月 1 日以後に取得する建物附属設備、

構築物又はその両方に係る減価償却方法を定率

法から定額法に変更している旨

② 会計方針の変更による当期への影響額

取扱範囲は平成 28 年度税制改正に伴う償却方

法の変更に限定し、その適用時期は本実務対応

報告の公表日以後最初に終了する事業年度のみ

本実務対応報告は、取り扱う範囲を平成 28 
年度税制改正に係る減価償却方法の変更に限定

して緊急に対応したものであり、今回に限られ

たものとされています。

また、本実務対応報告は、いわゆる税法基準

により減価償却方法を定めてきた企業が税制改

正に合わせて会計方針を変更する場合に適用さ

れるものであることから、公表日以後最初に終

了する事業年度の 1 回のみとされています。 
ただし、平成 28 年 4 月 1 日以後最初に終

了する事業年度が本実務対応報告の公表日前

（現時点では「案」の段階で、最終報告の公表

日は現在未定です。）に終了している場合には、

当該事業年度に本実務対応報告を前倒しで適用

することができるものとされています。

（出典：経済産業省「平成 28年度  経済産業関係 税制改正について」）



Visit our web sites at 

http://www.ba-net.co.jp 

http://plaza-i.net 

http://www.aiwa-tax.or.jp 

http://www.ba-net.co.jp/
http://plaza-i.net/
http://www.aiwa-tax.or.jp/
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